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資料３ 

平成 30 年度石油コンビナート等防災体制検討会の概要及び進め方（案） 

１．目的 

石油コンビナート等防災本部の地震・津波への対応力のさらなる強化 
 

２．背景 

【これまでの取り組み】 

 「石油コンビナートの防災アセスメント指針」の改訂 2）、3） 
 「石油コンビナート等防災本部の訓練マニュアル」の作成 6）、7） 

  

 
 

 

 防災計画が「指針・マニュアル」を参考に修正されているか確認が必要 

 防災計画及び訓練の実効性を向上させている優良事例を水平展開し、底上げを図る

ことが有効 

 
３．検討会の概要 

 

 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

○石油コンビナート等防災計画に関する調査分析 

○石油コンビナート等防災本部の防災訓練に関する調査分析 

防災計画・訓練の実態把握 

事例の収集・整理 

優良事例の抽出 

↓ 

検討会の意見を付し 

水平展開 

地震・津波への対応力を強化するには・・・ 
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４．検討会の進め方 

 
（１）主な検討項目 

 
第１回  
 防災計画の調査方法について 
 防災訓練の調査方法について 
 防災訓練の現地調査について 

 
 

第２回 
 防災計画の調査結果について 
 防災訓練のアンケート調査結果について 
 防災訓練の現地調査結果について 
 報告書の方向性について 

 
 

第３回 
 報告書について 

 

 

 

（２）スケジュール 

 
第１回 平成３０年８月１０日（金） 
 
 
第２回 平成３０年１１月下旬（予定） 
 
 
第３回 平成３１年２月上旬（予定） 
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石油コンビナート等防災本部（及びその協議

会）は、特別防災区域に係る石油コンビナート等

防災計画（右図参照）を作成し、毎年検討を加え、

必要に応じて修正しなければならない。また、防

災計画の作成または修正にあたっては、災害の発

生のおそれや影響（すなわち災害想定）について、

科学的知見に基づく調査、予測及び評価を行うと

ともに、これらの結果に関して、関係特定事業者

の理解と協力を得るため、啓発活動及び広報活動

を行うよう努めることとされている（石油コンビ

ナート等災害防止法）。 
 
 
 
 
 
 

 

災害想定の手法に関しては、「石油コンビナートの防災アセスメント指針（消防庁特殊災害室）」

が示されているが、東日本大震災において、石油コンビナート施設の津波による甚大な被害や、

高圧ガスタンクの大規模な爆発火災が生じたことなどを踏まえ、平成 25 年 3 月に同指針の改訂

が行われ、低頻度であっても甚大な被害発生の可能性がある災害については想定災害として考慮

すること、災害想定結果を避難計画などの具体的対策に反映することが必要とされた（消防特第

47 号、平成 25 年 3 月 28 日）。 
  

石油コンビナート等防災計画の一般的構成 
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〇石油コンビナート等防災体制検討会（平成 24、25 年度）における提言 
 
平成 24、25 年度の「石油コンビナート等防災体制検討会」においては、地震・津波への対応を

含めて、石油コンビナート等防災対策の充実強化等のための取組事項や、防災本部体制の充実強

化のあり方についての検討、提言が行われている。提言の内容は次の通りである。 
 

 
 
 
 

 
  

○ 全体的な枠組みに関する事項 

（１）災害想定（防災アセスメント）における大規模災害への対応 

（２）最大クラスの地震･津波に伴う石油コンビナート災害への対応の考え方 

（３）石油コンビナート災害の特殊性に対応した防災体制の充実強化 

（４）石油コンビナート防災に係る継続的な改善の仕組み 

○ 個別の応急対策に関する事項 

（１）石油コンビナート等防災本部における迅速・円滑な情報把握 

（２）事業所における通報連絡や情報共有の徹底強化 

（３）地震及び津波発生時の自衛防災活動と安全管理 

（４）住民への適切な情報伝達及び避難誘導等 

（５）コンビナート周辺の社会的に重要な施設への的確な情報伝達及び影響防止 

石油コンビナート等防災対策の充実強化等に係る取組事項（H24） 

（１）関係機関の情報共有 ：応急対策上必要な情報を把握し、消防機関をはじめ、保安や環境

等を担当する関係機関等と共有。 

（２）関係機関の連携体制 ：必要な機関との一元的な連絡調整ができる石油コンビナート等防災

本部（防災本部）の積極的な活用。 

（３）住民等への情報伝達 ：必要な情報が適切なタイミングで、適切な対象者に伝わるよう、防

災本部で調整。 

（４）教育・訓練体制の充実 ：石油コンビナート等防災計画の充実を図るとともに、関係機関を含

めた防災訓練を実施。 

石油コンビナート等防災本部体制の充実強化のあり方（H25） 
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［参考①］石油コンビナート災害発生時の避難計画（川崎市） 
 
川崎市では、神奈川県の石油コンビナート等防災アセスメント調査結果を前提に、石油コンビ

ナート災害発生時の避難計画を作成している 11）。同計画では、避難を要する事態を、①火災延焼

拡大、②大量漏洩、③大規模災害の 3 つに分類した上で、防災アセスメントの災害影響評価結果

に基づき域外に影響を及ぼす災害を抽出し、影響の評価指標及び最大影響距離、避難対象地区、

避難者数等を整理している（表 3、図 1、図 2）。 
 

表 3 避難を要する事態、避難対象地域、避難方法 11） 

避難を要する事態 避難対象地域 避難方法 

①火災延焼

拡大 

危険物火災 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガス火災 爆発/フラッシュ火災の影響範囲内の地

域 

域外避難 

②大量漏洩 危険物の大量漏洩 流出火災の影響範囲内の地域 域外避難 

危険物（毒性）、 

毒性液体の大量漏洩 

毒性ガス拡散の影響範囲内の地域 域外避難 

可燃性ガスの漏洩継

続 

爆発/フラッシュ火災の影響範囲内の地

域 

域外避難 

毒性ガスの漏洩継続 毒性ガス拡散の影響範囲内の地域 域外避難 

③大規模災

害 

BLEVE（高圧ガスタン

ク） 

以下の災害の影響範囲内の地域 

①ファイヤーボールによる放射熱

(11.6kJ/m2s) 

②蒸気雲爆発による爆風圧(2.1kPa) 

③飛散物の飛散範囲 

発災施設周辺（爆風圧

(16kPa)の影響範囲内

の地域）：域外避難 

その他の避難対象地

域：屋内退避 

反応暴走（製造プラン

ト） 

蒸気雲爆発による爆風圧(2.1kPa)の影

響範囲内の地域 

発災施設周辺（爆風圧

(16kPa)の影響範囲内

の地域）：域外避難 

その他の避難対象地

域：屋内退避 

注）域外避難：影響範囲外の避難所等への避難、屋内退避：自宅や安全な建物内への退避 
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図 1 避難計画の一例（平常時・地震時の災害）11） 

 

 

図 2 避難計画の一例（大規模災害）11） 
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［参考②］  

防災訓練の災害想定において、防災アセスメント等の結果の活用を図ることは既に指摘されて

いるところであるが 4）、より具体的な災害想定を行うことにより、防災本部における災害事象の

理解が進み、災害のフェーズに応じた対応の判断等に生かすことが期待される。 
そのため、防災訓練における参考資料として、「石油コンビナートの防災アセスメント指針」に

示されている災害発生・拡大シナリオや、「石油コンビナート等防災本部の訓練マニュアル」の標

準災害シナリオ等をもとに、災害拡大に至る条件を、災害の種類毎に整理しておくことが対応策

として有効と考えられる（図 3）。 
 

 

図 3 災害拡大に至る条件の整理（イメージ） 
 
 

南海トラフで M9.0 の地震発生 

浮き屋根式の原油タンクで 

スロッシングが生じ、リム火災 

発生後短時間でリング火災に 

拡大 

（災害状況） （事態進展の予想） （判断にあたって必要な情報） 

【全面火災への拡大可能性】 

・浮き屋根の沈降可能性 

・リング火災の消火可能性 

タンク全面火災に拡大 

←浮き屋根の被害状況 

←油種、タンク直径等 

消火設備の健全性 

消火に必要な泡消火薬剤量 

その他の消火活動阻害要因 

消火可能性低い 

【火災拡大の可能性】 

・ボイルオーバーの発生可能性 

・ボイルオーバー発生までの時間 

・隣接タンクへの影響 

 

 

 

 

・全面火災の消火可能性 

←油の組成、粘度、含水量等 

←貯蔵量（液高）、高温層燃焼速度 

←隣接タンクの損傷状況 

散水等による冷却効果 

火炎の直接暴露の有無 

放射熱の大きさ、受熱による 

側板の温度上昇の推定 

←タンク配置、気象条件（風向・風速） 

大容量泡放射システムの設置と 
消火活動準備完了までの時間 

タンク全面火災の制圧 

消火可能 

大容量泡放射システムの出動 

隣接タンクへの延焼防止に注力 

大容量泡放射システムによる消火 
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